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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第１四半期連結
累計期間

第10期
連結会計年度

会計期間
自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

売上高（千円） 482,491 731,671

経常損失（△）（千円） △94,397 △82,318

四半期（当期）純損失（△）（千円） △547,876 △82,539

四半期包括利益又は包括利益（千円） △547,876 △82,539

純資産額（千円） 484,967 909,782

総資産額（千円） 1,842,554 1,369,100

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△959.87 △179.51

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 25.3 64.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。また、第10期の期末より連結財務諸表を作成しており、第10期第１四半期連結累計期間は、四

半期連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの四半期（当

期）純損失であるため、記載しておりません。

４．第10期連結会計年度は、決算期変更により平成24年４月１日から平成24年９月30日までの６ヶ月間となって

おります。
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２【事業の内容】

　当社は、平成24年10月１日付で、株式交換により株式会社ソフトエナジーホールディングスの全株式を取得し、子会

社としております。これにより、同社とその子会社である株式会社ソフトエナジーコントロールズ及び株式会社エコ

ロニューム（以下、「ＳＥグループ」という）を連結の範囲に含めております。

　これに伴い、当社グループ（当社及び連結子会社）のセグメント区分は、従来からの化粧品及び健康食品等の通信販

売を行う「コミュニケーション・セールス事業」及びＳＥグループが行う充放電検査装置におけるエンジニアリン

グ事業を中心とした「機械機器製造事業」としております。なお、当該２事業は「第４　経理の状況　１　四半期連結財

務諸表　注記事項　（セグメント情報等）」における区分と同一であります。

EDINET提出書類

株式会社フェヴリナホールディングス(E05395)

四半期報告書

 3/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

（１）海外事業展開

　当社グループの中には、中国・韓国を中心とした地域での営業に注力している子会社が存在します。これらの地域

において、領土問題や歴史認識による関係の悪化や市場動向、政治、その他様々な要因により、また、為替相場の急激

な変動により受注が減少した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　　　

（２）係争・訴訟

　当社グループは、業務の遂行にあたり法令遵守に努めておりますが、主力商品のジェルパックについて旧仕入先よ

り販売差し止めの仮処分申請がなされるなど、想定外のリスクが顕在化する可能性もり、将来重要な訴訟等が提起

された場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（３）固定資産の減損に係るリスク

　当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。将来、当社グループが保有する固定資産に

ついて、経営環境の著しい悪化等による収益性の低下や市場価格の下落等により、減損損失が発生し、当社グループ

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（４）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社は、平成24年10月１日を効力発生日として、株式会社ソフトエナジーホールディングスと経営統合を実施いた

しました。しかし、当社グループは、前連結会計年度まで２期連続の営業損失、経常損失及び当期純損失を計上して

おり、当第１四半期連結累計期間においても、営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上しております。当該状況

により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループは、現在、当該状況を解消又は改善すべく、様々な施策に取り組んでおります。詳細につきましては、

「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 （７）継続企業の前提に関する重要事象等を改善

するための対応策」に記載しております。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。なお、前連結会計年度は決算期変更（３月31日から９月30日へ変更）に伴い、６ヶ月の変

則決算となっております。また、前連結会計年度の期末より連結財務諸表を作成しており、前第１四半期連結累計期

間（平成24年４月１日から平成24年６月30日）は四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比

較分析は行っておりません。

　

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景に緩やかな回復の動き

がみられるものの、欧州や中国等の海外経済を巡る不確実性の高まりと、近隣諸国との領土問題による景気の減速

など、依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと当社におきましては、平成24年７月１日より持株会社へと移行し、平成24年10月１日には株

式会社ソフトエナジーホールディングスと経営統合を行い、「時代の潮流を見据えた事業展開」という創業時の発

想に立ち戻り、既存事業であります化粧品及び健康食品等の通信販売業をコア事業としつつも、今後大きな成長が

期待できる新しい充放電検査装置におけるエンジニアリング事業に参入いたしました。

　しかし、当該事業に関しましては、領土問題による日中・日韓関係の悪化、中国経済の景気の減速等により、受注金

額の大きい中国・韓国向けの量産設備への投資時期が大幅にずれ込んでいること、また、電気自動車（ＥＶ）市場

におきまして、「販売価格が高いこと、走行距離が短いこと」等の理由から、当初予想よりも市場の伸びがよくない

ことで、収益状況が著しく悪化いたしました。

　そこで、当該状況に対応するため、全面的な経営計画の見直しを行い、事業の「選択と集中」を図り、採算性を重視

するという観点で大幅な事業整理・リストラ策を講じました。

　今後、クリーンエネルギー需要の拡大とそれに伴う蓄電池市場の拡大は予想しておりますが、「機械機器製造事

業」の収益改善には時間を要すると判断したため、当第１四半期連結累計期間において、のれんの減損処理を実施

いたしました。しかし、ＳＥグループの当社グループ参画は、当社グループの永続的な成長や長期的な成長ビジョン

実現のためには必要不可欠なものであると判断しております。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高482,491千円となり、営業損失91,986千円、経常損失

94,397千円、四半期純損失547,876千円となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①コミュニケーション・セールス事業

　新規顧客層の拡大に関しましては、前連結会計年度に引き続き新商品を導入し、積極的に顧客獲得の間口を広めて

まいりました。10月に高ライフ・タイム・バリューが見込まれる新商品「羊プラセンタ」（健康食品）を、11月に

美意識の高い顧客向けの中価格帯新商品「ナノアクア　フェイスマスク」（美白パック）を新たに販売いたしまし

た。

　次に、既存顧客層の確保に関しましては、引き続きカスタマーフレンドの応対スキルアップに注力し、リピート率

の向上を図ってまいりました。また、ＷＥＢ販売施策に関しましては、サイトコンテンツの充実に取り組んで参りま

した。

　この結果、売上高は366,091千円となりました。また、利益面につきましては、広告宣伝の効率化、人件費の削減等の

合理化策が功を奏し、セグメント利益3,860千円の黒字化を達成いたしました。引き続き事業基盤の安定と収益性の

向上を図り、黒字体質の定着化に努めてまいります。

　

②機械機器製造事業

　充放電検査装置に関しましては、近隣諸国との領土問題による景気の減速や大型リチウムイオン電池が最も利用

される電気自動車(ＥＶ)の普及の遅れなどにより、顧客企業の設備投資は不透明な状況が続いております。

　次に、電源基盤の製作に関しましては、既存機種の制御機器及び電源機器類において、概ね横ばいで推移しており

ます。また、当第１四半期連結累計期間において、２月以降販売を開始いたしますエネルギー管理システム（ＢＥＭ

Ｓ・ＨＥＭＳ）機器の生産を開始したことから、当該製品に係る仕入等が先行している状態であります。

　この厳しい経営環境に対応するため、大幅な経費削減を行いましたが、売上高の減少をカバーすることができず、

売上高116,399千円、セグメント損失93,219千円となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は1,842,554千円（前連結会計年度末1,369,100千円）、その

内訳は流動資産1,631,210千円、固定資産211,343千円となり、前連結会計年度末に比べ473,453千円増加いたしま

した。これは主に、株式会社ソフトエナジーホールディングスとの株式交換による連結範囲の変更に伴う増加で

あり、現金及び預金の増加188,178千円、受取手形及び売掛金の増加57,726千円、商品及び製品の増加53,412千円、

仕掛品の増加193,081千円、原材料及び貯蔵品の増加188,750千円、長期貸付金の減少200,284千円によるものであ

ります。

　

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は1,357,586千円（前連結会計年度末459,317千円）、その内

訳は流動負債1,046,858千円、固定負債310,727千円となり、前連結会計年度末に比べ898,268千円増加いたしまし

た。これは主に、株式会社ソフトエナジーホールディングスとの株式交換による連結範囲の変更に伴う増加であ

り、買掛金の増加191,211千円、短期借入金の増加287,900千円、１年内返済予定の長期借入金の増加51,252千円、

長期借入金の増加210,311千円によるものであります。

　

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は484,967千円（前連結会計年度末909,782千円）となり、

424,815千円減少いたしました。これは主に、株式会社ソフトエナジーホールディングスとの株式交換による資本

剰余金の増加125,431千円と四半期純損失547,876千円を計上したことによるものであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであり

ます。

　当社グループは、株式会社ソフトエナジーホールディングスとの経営統合を実施いたしましたが、新たに参入し

ました機械機器製造事業においては、領土問題を巡る日中・日韓関係の悪化、中国経済の景気減速、電気自動車

（ＥＶ）の普及の遅れなど厳しい状況にあります。

　これら諸問題に対し、機械機器製造事業においては、主力事業であります充放電検査装置におけるエンジニアリ

ング事業に経営資源を集中し、徹底したコストの見直しを行い、経営の合理化を進めてまいります。また、これま

での営業体制を刷新し、エンジニアリング営業の強化を図ってまいります。

　

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、6,999千円であります。

　また、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は、次のとおりであります。

　株式会社ソフトエナジーホールディングスとの経営統合により参入いたしました機械機器製造事業におきまし

て、電気自動車や太陽光発電、スマートグリッド等において利用されるバッテリーの消費電力や発電量の検出、ス

マートメーターの電流監視など、今後、スマートグリッド関連製品の普及に伴って需要の拡大が見込まれており

ます電流センサーの開発を行なっております。

　

（５）従業員数

連結会社の状況

　当第１四半期連結累計期間において、株式会社ソフトエナジーホールディングス及びその子会社２社を連結の

範囲に含めたことにより、機械機器製造事業において48名増加しております。

　

（６）生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、機械機器製造事業の生産、受注及び販売の実績が著しく増加しておりま

す。これは、株式交換の実施により、株式会社ソフトエナジーホールディングス及びその子会社２社が連結の範囲

に含まれた結果、機械機器製造事業が新たに加わったためであります。
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（７）継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策

　当社グループは「１　事業等のリスク　（４）継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおり、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。当社グループは、当該状況を解消又は改

善するため、以下の施策に取り組んでまいります。

① 株式会社フェヴリナにおいては、中期事業計画を策定し、営業力の強化による売上の回復を目指しておりま

す。中期事業計画の主な内容は以下のとおりです。

ａ．販売チャネルの増加やＷＥＢマーケティング強化などによる新規顧客の拡大

ｂ．顧客ターゲット層を明確化した広告宣伝の実施

ｃ．カスタマーフレンド（販売担当者）の増加

ｄ．紙媒体の宣伝の拡大やＷＥＢ売上割合増加による広告宣伝費の削減

② 経営統合を実施した株式会社ソフトエナジーコントロールズ、株式会社エコロニュームにおいては、営業力強

化による売上回復を図るとともに、リストラを実施し損益改善に努めております。

EDINET提出書類

株式会社フェヴリナホールディングス(E05395)

四半期報告書

 7/23



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000

計 1,200,000

（注）平成24年11月９日開催の取締役会及び平成24年12月21日開催の定時株主総会の決議により、平成25年４月１日を効

力発生日として、普通株式１株を10株に分割、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を採用し、発行可能株式

総数は12,000,000株となります。

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 580,867 580,867
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

（注）２

計 580,867 580,867 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２．提出日現在、単元株制度は採用しておりませんが、平成24年11月９日開催の取締役会及び平成24年12月21日開

催の定時株主総会の決議により、平成25年４月１日を効力発生日として、普通株式１株を10株に分割し、１単元

の株式の数を100株とする単元株制度を採用いたします。　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年10月１日

（注）
111,001580,867 － 882,788125,431125,431

（注）当社を完全親会社とし、株式会社ソフトエナジーホールディングスを完全子会社とする株式交換による増加であり

ます。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　なお、当社は、平成24年10月1日付で当社を株式交換完全親会社、株式会社ソフトエナジーホールディングスを

株式交換完全子会社とする株式交換を実施し、同日現在、以下の株主が大株主となりました。

氏名 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

佐藤　裕之　 福岡県北九州市小倉北区 94,855 16.33
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　10,083 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　459,783 459,783 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 469,866 － －

総株主の議決権 － 459,783 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。

２．「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱フェヴリナホールディングス
福岡市中央区薬院

一丁目１番１号
10,083 － 10,083 2.15

計 － 10,083 － 10,083 2.15

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

(2）前連結会計年度の期末より連結財務諸表を作成しており、前第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）は四半期連結財務諸表を作成していないため、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括

利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 674,522 862,700

受取手形及び売掛金 86,737 ※2
 144,464

商品及び製品 147,186 200,598

仕掛品 － 193,081

原材料及び貯蔵品 1,623 190,374

その他 77,439 40,289

貸倒引当金 △274 △297

流動資産合計 987,235 1,631,210

固定資産

有形固定資産 81,605 100,768

無形固定資産 51,544 47,900

投資その他の資産 248,715 62,673

固定資産合計 381,865 211,343

資産合計 1,369,100 1,842,554

負債の部

流動負債

買掛金 39,127 230,338

短期借入金 150,000 437,900

1年内返済予定の長期借入金 22,140 73,392

未払法人税等 3,429 2,204

賞与引当金 14,915 3,546

返品調整引当金 948 1,675

その他 128,391 297,801

流動負債合計 358,952 1,046,858

固定負債

長期借入金 73,881 284,192

資産除去債務 21,945 22,005

その他 4,539 4,530

固定負債合計 100,365 310,727

負債合計 459,317 1,357,586

純資産の部

株主資本

資本金 882,788 882,788

資本剰余金 － 125,431

利益剰余金 34,604 △513,271

自己株式 △28,628 △28,633

株主資本合計 888,765 466,314

新株予約権 21,017 18,652

純資産合計 909,782 484,967

負債純資産合計 1,369,100 1,842,554
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 482,491

売上原価 194,185

売上総利益 288,306

返品調整引当金戻入額 948

返品調整引当金繰入額 1,675

差引売上総利益 287,579

販売費及び一般管理費 379,565

営業損失（△） △91,986

営業外収益

受取利息 10

為替差益 238

貸倒引当金戻入額 590

その他 117

営業外収益合計 956

営業外費用

支払利息 2,978

その他 389

営業外費用合計 3,367

経常損失（△） △94,397

特別利益

新株予約権戻入益 2,364

特別利益合計 2,364

特別損失

減損損失 ※
 455,561

関係会社株式評価損 3,031

特別損失合計 458,592

税金等調整前四半期純損失（△） △550,625

法人税、住民税及び事業税 716

法人税等還付税額 △3,266

法人税等調整額 △199

法人税等合計 △2,749

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △547,876

四半期純損失（△） △547,876
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年10月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △547,876

四半期包括利益 △547,876

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △547,876

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【継続企業の前提に関する事項】

当社は、平成24年10月１日を効力発生日として株式会社ソフトエナジーホールディングスと経営統合を実施いた

しました。しかし、当社グループは、前連結会計年度まで２期連続の営業損失、経常損失及び当期純損失を計上して

おり、当第１四半期連結累計期間においても営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上しております。当該状況に

より、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当該状況を解消又は改善するため、以下の施策に取り組んでおります。

　

① 株式会社フェヴリナにおいては、中期事業計画を策定し、営業力の強化による売上の回復を目指しておりま

す。中期事業計画の主な内容は以下のとおりです。

ａ．販売チャネルの増加やＷＥＢマーケティング強化などによる新規顧客の拡大

ｂ．顧客ターゲット層を明確化した広告宣伝の実施

ｃ．カスタマーフレンド（販売担当者）の増加

ｄ．紙媒体の宣伝の拡大やＷＥＢ売上割合増加による広告宣伝費の削減

② 経営統合を実施した株式会社ソフトエナジーコントロールズ、株式会社エコロニュームにおいては、営業力強

化による売上回復を図るとともに、リストラを実施し損益改善に努めております。

　当第１四半期連結累計期間では、既に株式会社フェヴリナにおける新商品投入や販促活動の効率化、株式会社ソフ

トエナジーコントロールズにおけるリストラによる費用削減等の対応策を講じております。これらの対応策により

損益は改善しており、向こう１年間において資金不足となる可能性は低いと判断しております。

　しかしながら、株式会社フェヴリナをとりまく環境は、化粧品通販市場がほぼ成熟しているなか、他業種からの新

規参入や商品の低価格化が続くなど、依然として厳しい状況にあります。また、主力商品のジェルパックについて旧

仕入先より販売差し止めの仮処分申請がなされていますが、仮に販売差し止めとなった場合、業績・資金繰りが大

幅に悪化する可能性があります。さらに、経営統合を実施した株式会社ソフトエナジーホールディングスは、リチウ

ムイオン電池に係る充放電検査装置におけるエンジニアリング事業を主要な事業としており、今後大きな成長が期

待できる分野ではありますが、海外企業との価格競争、新エネルギーの台頭による急激な受注減など経営環境が激

変する可能性があります。このため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

(1）連結の範囲の重要な変更

　平成24年10月１日に行われた株式交換により子会社となった３社（株式会社ソフトエナジーホールディング

ス、株式会社ソフトエナジーコントロールズ及び株式会社エコロニューム）を連結の範囲に含めております。

　なお、ふくしまＥＶバス製造株式会社は、休眠会社であり、重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しておりま

す。　

　

(2）持分法適用の範囲の重要な変更

　ふくしまＥＶバス製造株式会社は、休眠会社であり、重要性が乏しいため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形割引高　

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形割引高 －千円 17,800千円

※２．四半期連結会計期間末日満期手形 

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

受取手形 －千円 1,221千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

※　減損損失

当第１四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。

(1）減損損失を認識した資産

用途 種類 場所

その他 のれん －

　

(2）減損損失の認識に至った経緯

　買収評価時に想定していた超過収益力が見込めなくなったことから、当第１四半期連結累計期間において、減損

損失を認識しております。

　

(3）減損損失の金額

のれん　　　455,561千円

　

(4）資産のグルーピングの方法

　減損会計の適用にあたって、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって資産のグルーピン

グを行っております。

　

(5）回収可能価額の算定方法

　帳簿価額を全額減損損失としております。

EDINET提出書類

株式会社フェヴリナホールディングス(E05395)

四半期報告書

15/23



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 14,460千円

のれんの償却額 23,976

（株主資本等関係）

株主資本の著しい変動

　当社は、平成24年10月１日付で当社を株式交換完全親会社とし、株式会社ソフトエナジーホールディングスを株式

交換完全子会社とする株式交換を実施いたしました。そのため、当第１四半期連結会計期間において資本剰余金が

125,431千円、自己株式が５千円増加し、また、当第１四半期連結累計期間において547,876千円の四半期純損失を計

上いたしました。この結果、当第１四半期連結会計期間末において資本剰余金が125,431千円、自己株式が△28,633

千円、利益剰余金が△513,271千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、株式会社ソフトエナジーホールディングス及びその子会社２社を連結の範囲に含めたことに

伴い、「コミュニケーション・セールス事業」及び「機械機器製造事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

　「コミュニケーション・セールス事業」では、化粧品及び健康食品の通信販売を主な事業としております。

　「機械機器製造事業」では、充放電検査装置におけるエンジニアリング事業を主な事業としております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

コミュニケーション
・セールス事業

機械機器
製造事業

計

売上高   　   

外部顧客への

売上高
366,091 116,399 482,491 － 482,491

セグメント利益

又は損失（△）
3,860 △93,219 △89,359 △2,627 △91,986

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、持株会社である当社に対する経営指導料支払額の消去が

23,400千円、全社費用が△26,027千円含まれております。なお、全社費用は事業セグメントに帰属しな

い持株会社運営にかかる費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．前連結会計年度の末日に比して、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの資産の金額が著

しく変動しております。これは、平成24年10月1日付けで株式会社ソフトエナジーホールディングス及

びその子会社２社を連結の範囲に含めたことに伴い、株式会社ソフトエナジーホールディングス及び

その子会社２社の資産を報告セグメント「機械機器製造事業」に計上したことによるものです。連結

子会社化による「機械機器製造事業」の資産の増加額は715,756千円であります。

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失及びのれんの金額の重要な変動）　

　「機械機器製造事業」セグメントにおいて、株式会社ソフトエナジーホールディングスを完全子会社化した

際にのれんが479,538千円生じましたが、買収評価時に想定していた超過収益力が見込めなくなったことから、

当第１四半期連結累計期間において、減損損失を認識しております。なお、当該事象によるのれんの減損処理額

は、当第1四半期連結累計期間においては455,561千円であります。

　

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）　

株式交換による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ソフトエナジーホールディングス（以下、「ＳＥＨ」といい、子会社と併せ

て「ＳＥグループ」という）

事業の内容：持株会社、グループ企業の経営管理（グループ企業の事業内容については「第１　企業の概

況　２　事業の内容」をご参照ください）

(2）企業結合を行った主な理由

　当社は、ＳＥグループが当社グループに参画することで、「時代の潮流を見据えた事業展開」という創業時

の発想に立ち戻り、化粧品及び健康食品等の通信販売業をコア事業としつつも、今後大きな成長が期待でき

る新しい充放電検査装置におけるエンジニアリング事業に参入し、国内で先行しているＳＥグループの事業

戦略を加速化させることで、リチウムイオン電池市場において確固たる地位を築くことができること、ＳＥ

グループの技術を活かした健康器具・美容器具を開発し、当社コールセンターによるリテール向け販売を実

現し新規顧客層を開拓でき、本経営統合を行うことで両社にとって大きなシナジー効果が得られることから

本経営統合を実施いたしました。

(3）企業結合日

平成24年10月１日

(4）企業結合の法的形式

当社を株式交換完全親会社とし、株式会社ソフトエナジーホールディングスを株式交換完全子会社とする

株式交換

(5）結合後企業の名称

名称に変更はありません。

(6）取得した議決権比率

企業結合日直前に所有していた議決権比率 0％

企業結合日に追加取得した議決権比率 100％

取得後の議決権比率 100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式を交付する企業であること及び株式交換前の当社株主が結合後企業の議決権比率のうち最も

大きな割合を占めることから、当社を取得企業として決定しております。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成24年10月１日から平成24年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 企業結合日に交付した当社の普通株式の時価 125,431千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 10,500千円

取得原価 　 135,931千円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1）株式の種類別の交換比率

ＳＥＨの普通株式１株に対し、当社の普通株式84.092株を割当交付いたしました。

(2）株式交換比率の算定方法

当社は、株式交換比率の算定にあたってその公正性を確保するため、独立した第三者算定機関に株式交

換比率の算定を依頼しました。その算定結果を参考に、両社の財務及び事業の状況、資産の状況、将来の見

通し等の要因を総合的に勘案し、両社で株式交換比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、本株式交

換における株式交換比率を決定いたしました。

(3）交付した株式数

当社は、本株式交換に伴い、新たに普通株式111,001株を発行し、平成24年10月１日にＳＥＨの株主に対

して割当交付いたしました。
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

479,538千円

(2）発生原因

買収評価時に見込んだ将来収益を反映させた投資額が企業結合日の時価純資産を上回ったため、その差

額をのれんとして認識しております。

(3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

　なお、当第１四半期連結会計期間末において、買収評価時に想定していた超過収益力が見込めなくなった

ことから、455,561千円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

(1）資産の額

流動資産 426,172千円

固定資産 43,512千円

計 469,684千円

(2）負債の額

流動負債 282,864千円

固定負債 530,427千円

計 813,291千円

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △959円87銭

（算定上の基礎） 　

四半期純損失金額（△）（千円） △547,876

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △547,876

普通株式の期中平均株式数（株） 570,779

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの四半期純損失であるため記

載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年２月12日

株式会社フェヴリナホールディングス

　取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　良智　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　宏治　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フェ

ヴリナホールディングスの平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年10月１日から平成24年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フェヴリナホールディングス及び連結子会社の平成24

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
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強調事項

　継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度まで２期連続で営業損失、経常損失

及び当期純損失を計上しており、当第１四半期連結累計期間においても、営業損失、経常損失及び四半期純損失を計上

したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確

実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されていない。

　

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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